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経済財政運営と改革の基本方針2019（抄）  

令和元年６月21日 閣議決定 

 

第３章 経済再生と財政健全化の好循環 

２．経済・税制一体改革の推進等 

 (２) 主要分野ごとの改革の取組 

① 社会保障 

（医療・介護制度改革） 

(ⅱ)医療提供体制の効率化 
2040 年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、地域医療構想の実現に向け

た取組、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革を三位一体で推進し、総合的な医療提供

体制改革を実施する。 

地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針につい

て、診療実績データの分析を行い、具体的対応方針の内容が、民間医療機関では担えない

機能に重点化され、2025 年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿

ったものとなるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うと

ともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として 2019 年度中1に対応方針の見直し

を求める。民間医療機関についても、2025 年における地域医療構想の実現に沿ったもの

となるよう対応方針の策定を改めて求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論

を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進まない場合には、2020 年度

に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に所

要の措置を講ずる。地域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在している事業

も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国が主導する実効的なＰＤＣＡサイクル

を構築するとともに、成果の検証等を踏まえ、真に地域医療構想の実現に資するものとす

る観点から必要な場合には、消費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的

方策を講ずる。病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地域医療介護総合

確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果など

これまでの推進方策の効果・コストの検証を行い、必要な対応を検討する。質が高く効率

的な救急医療提供体制の構築のため、救急医療のデータ連携体制の構築、救急救命士の資

質向上・活用に向けた環境整備に関し検討を行う。 

諸外国と比べて高い水準にとどまる入院日数の縮小を目指す。特に精神病床については、

認知症である者を含めその入院患者等が地域の一員として安心して自分らしい暮らしを

することができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築など基盤整備

への支援等を講ずる。 

病院と診療所の機能分化・連携等を推進しつつ、かかりつけ機能の在り方を踏まえなが

ら、かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬剤師の普及を進めるとともに、医療

機関へのかかり方について行政・保険者等が連携し啓発を行う。高額医療機器の効率的な

 
1 医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも 2020年秋頃まで。 
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配置に係る方針を都道府県の医療計画において盛り込むとともに、配置状況の地域差縮減

に向けて共同利用率の向上等を図る。 

人生の最終段階における医療・ケアの在り方等について、人生会議2どの取組を推進する

とともに、在宅看取りの好事例の横展開を行う。 

オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実を進める。オンライン診療について、現場

の状況等を踏まえ、診療報酬における対応について検討するとともに、オンライン服薬指

導についての実施の際の適切なルールを検討する。生まれてから学校、職場など生涯にわ

たる健診・検診情報の予防等への分析・活用を進めるため、マイナポータルを活用するＰ

ＨＲとの関係も含めて対応を整理し、健診・検診情報を 2022 年度を目途に標準化された

形でデジタル化し蓄積する方策をも含め、2020年夏までに工程化する。 

医師偏在指標を活用し、臨床研修や専門研修を含む医師のキャリアパスも踏まえた実効

性のある地域及び診療科の医師偏在対策を推進する。2022 年度以降の医学部定員につい

て、定期的に医師需給推計を行った上で、医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針に

ついて検討する。また、診療能力向上のための卒前・卒後の一貫した医師養成課程を整備

するとともに、改正医師法3に基づき、総合診療専門研修を受けた専攻医の確保数について

議論4しつつ、総合診療医の養成を促進するなどプライマリ・ケアへの対応を強化する。 

医師・医療従事者の働き方改革について、医師の働き方改革に関する検討会報告書も踏

まえ、医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始も見据え、医療機関における労働時

間管理の適正化とマネジメント改革を推進するとともに、実効的なタスク・シフティング

等に取り組む。 

 

 

 

 

 
2 人生の最終段階で希望する医療やケアについて前もって考え、家族等や医療・ケアチームと繰り返し

話し合い、共有する取組。ＡＣＰ（Advance Care Planning）の愛称。 
3 「医療法及び医師法の一部を改正する法律」（平成 30年法律第 79号）。 
4 総合診療専門研修を受けた専攻医の具体的な目標数等については、一般社団法人日本専門医機構で議

論される。 


